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第１章 地盤に関する技術的基準 
 

１ 崖面の排水 

 

【政令】（地盤について講ずる措置に関する技術的基準） 

 第七条 １ 略 

２ 前項に定めるもののほか、法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的  

基準のうち盛土又は切土をした後の地盤について講ずる措置に関するものは、次に掲げるもの 

とする。 

一 盛土又は切土（第三条第四号の盛土及び同条第五号の盛土又は切土を除く。）をした後の土 

地の部分に生じた崖の上端に続く当該土地の地盤面には、特別の事情がない限り、その崖の反  

対方向に雨水その他の地表水が流れるよう、勾配を付すること。 

 

審査基準 

・ 盛土又は切土をした崖の上端に続く地盤面には、その崖の反対方向に 2％以上の下り勾配    

を付すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 地滑り防止杭等 

 

【政令】（地盤について講ずる措置に関する技術的基準） 

 第七条 法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち地盤につ 

いて講ずる措置に関するものは、次に掲げるものとする。 

一 盛土をする場合においては、盛土をした後の地盤に雨水その他の地表水又は地下水（以下

「地表水等」という。）の浸透による緩み、沈下、崩壊又は滑りが生じないよう、次に掲げ

る措置を講ずること。 

イ・ロ 略 

ハ イ及びロに掲げるもののほか、必要に応じて地滑り抑止ぐい又はグラウンドアンカーその 

他の土留（以下「地滑り抑止ぐい等」という。）の設置その他の措置を講ずること。 

 

審査基準 

・ 杭の構造は、地滑りの規模及び周辺の状況に応じて選定するものとする。また、外力に対 

し杭の全断面が有効に働くように設計するものとする。 

・ 杭の基礎部への根入れ長さは、杭に加わる土圧による基礎部破壊を起こさないよう決定する 

ものとする。 

・ 対象となる地滑り地域の地形及び地質等を考慮し、所定の計画安全率が得られるよう設計す 

るものとする。 

図 1-1-1 崖面の排水例 
参考：盛土等防災マニュアルの解説（盛土等防災研究会編集、初版） 

 Ⅴ･3 盛土のり面の検討 

次期改正時、掲載予定 
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・安全率 □□=  
 

・抑止力 □□=□□□□ □∙□□□□−□{□∙□+(□−□∙□)□□□□∙□□□□}  
 

□□ ：安全率 

□□□ ：計画安全率 

□ ：粘着力［kN/㎡］ 

□ ：せん断抵抗角［°］ 

□ ：各分割片で切られた滑り面の弧長［m］ 

□ ：間げき水圧［kN/㎡］ 

□ ：分割片の幅［m］ 

□ ：分割片の重量［kN/m］ 

□ ：分割片で切られた滑り面の中点と滑り円の中心を結ぶ直線と鉛直線のなす角［°］ 

・地滑り地が急勾配で、杭工、シャフト工では十分な地盤反力が得られない場合や、 

緊急性が高く早期に効果の発揮が望まれる場合等に、適切な位置に計画すること。 

・定着長は3.0～10.0m を原則とする。 

・地滑りでは永久アンカーが用いられ、二重防食で耐久性のあるものとすること。 

・受圧版は、アンカーの引張力に十分に耐えられるように設計すること。 

・計画安全率を得るための計算式は、以下を参考にすること。 

 

・安全率 □□=  
 

・必要アンカー力（単位奥行あたり［kN/m］） 

 

 □□=  
 
□□ ：安全率 

□□□ ：計画安全率 

□ ：粘着力［kN/㎡］ 

□ ：各分割片で切られた滑り面の弧長［m］ 

□ ：分割片の幅［m］ 

□ ：分割片の重量［kN/m］ 

□ ：間隙水圧［kN/㎡］ 

□ ：分割片で切られた滑り 面の中点と 滑り 円の中心を結ぶ直線と鉛直線のなす角［°］ 

□ ：せん断抵抗角［°］ 

□ ：アンカー力［kN/m］ 

□

 
［地滑り防止杭工］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

［グラウンドアンカー工］ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

□{□∙□+(□−□∙□)□□□□∙□□□□}+□□ □ □∙□□□□  

□ □∙□+□(□−□∙□)□□□□∙□□□□+□ □{□□□(□+□)+□□□(□+□)□□□□} □ □∙□□□□  

□□□∙□ □∙□□□□−{□ □∙□+□(□−□∙□)□□□□∙□□□□} □{□□□(□+□)+□□□(□+□)□□□□}  
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３ 段切り 
 

【政令】（地盤について講ずる措置に関する技術的基準） 

 第七条 法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術的基準のうち地盤につ 

いて講ずる措置に関するものは、次に掲げるものとする。 

 一 略 

二 著しく傾斜している土地において盛土をする場合においては、盛土をする前の地盤と盛土

とが接する面が滑り面とならないよう、段切りその他の措置を講ずること。 

 

審査基準 

・ 盛土をする前の地盤面(旧地盤面)の勾配が 15°(約 1:4)程度以上の傾斜地盤上に盛土を行う 

場合、段切りを行うこと。 

・ 段切り寸法は、原則、高さ 0.5m 以上、幅 1.0m 以上とすること。 

・ 段切り面には、法尻方向に向かって 3～5％程度の排水勾配を設けること。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 小段 
 

審査基準 

・ 盛土及び切土高 5m ごとに、幅 1.5m 以上の小段を設けること。 

・ 小段の勾配は、下方の法面に向かって下り勾配 5～10％を付すること。 

ただし、小段排水工を設置する場合は、上方の法面に向かって下り勾配で 2～10％を付する

こと。（「第 6章 排水工に関する技術的基準」を参照してください。） 

・ 盛土施工中の造成面の法肩には、造成面から法面への地表水の流下を防止するため、必要に 

応じて、防災小堤を設置すること。 

図 1-2-1 地滑り斜面アンカーの例 
引用：河川砂防技術基準 設計編 

（国土交通省水管理・国土保全局、令和 5 年 10 月） 

道路土工-切土工・斜面安定工指針 

（（社）日本道路協会、平成 21 年 6 月） 

図 1-3-1 段切りの例 
参考：盛土等防災マニュアルの解説（盛土等防災研究会編集、初版） 

 Ⅴ･6 盛土の施工上の留意事項 

次期改正時、掲載予定 

次期改正時、掲載予定 
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［軟岩、中硬岩］  

 
 

図 1-4-1 小段の勾配①（排水溝を設置しない場合） 
参考：道路土工-盛土工指針 

（（社）日本道路協会、平成 22 年 4 月）（一部加工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【留意事項】 

  長大法となる盛土（高さが 15m を超える盛土や大規模造成地）等は、盛土全体の安定性の検討 

（土質試験その他の調査または試験に基づく地盤の安定計算により盛土後の安定が保たれてい 

ることを確認）も必要です。 

  さらに、全体の盛土高さが 15m を超える場合は、高さ 15m ごとに 3～5m 以上の幅広の小段を設 

けるのが一般的です。 

 

５ 切土の安定 
 

【政令】（地盤について講ずる措置に関する技術的基準） 

 第七条 １ 略 

２ 前項に定めるもののほか、法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術 

的基準のうち盛土又は切土をした後の地盤について講ずる措置に関するものは、次に掲げる

ものとする。 

三 切土をした後の地盤に滑りやすい土質の層があるときは、その地盤に滑りが生じないよ 

う、地滑り抑止ぐい等の設置、土の置換えその他の措置を講ずること 

 

審査基準 

・ 滑りやすい層に地滑り抑止ぐい等を設置するなど滑り面の抵抗力を増大させること。 

・ 粘土質等の滑りの原因となる層を砂等の良質土と置き換えること。 

・ 地盤面からの雨 水その他の地表水の浸透を防ぐため地盤面を不透水性の材料で覆うこと。 

 

［軟岩、土砂］ 
 
 

図 1-4-2 小段の勾配②（排水溝を設置する場合） 
参考：設計便覧(案)急傾斜地編 

（滋賀県土木交通部砂防課、平成 17 年 4 月）（一部加工） 

1.5m 以上 

次期改正時、掲載予定 
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図 1-5-1 層と層が滑りやすい地盤の一例 

  ①底部崩壊       ②斜面先崩壊       ③斜面内崩壊  
 

図 1-5-3 円弧滑りの例 

《解説》 

  自然地盤は一般に複雑な地層構成をなしていることが多いことから、切土をするときにはその 

断面に現れる土をよく観察し、粘土層のように水を通しにくく、かつ、軟弱な土質があれば、そ 

の層の厚さ及び層の方向を確かめなければなりません。 

政令第七条で規定している地盤の滑りには、２つの場合が考えられます。 

 

［層と層が滑りやすい地盤］ 

斜面と同じ方向に傾斜した層（流れ盤）に粘土層がはさまれていると、地盤面から浸透した 

水は、粘土層の不透水によりこの層の上面に沿って流下します。このとき粘土層の上面は軟弱 

化され、この面に沿って滑りが生ずるおそれがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

［円弧滑りが生じやすい地盤］ 

単一の土質の地盤においても、崖地盤の下部に粘土層等があれば、その粘土層の上面に前述 

と同様な軟弱層ができて、この部分が 滑り面となり円弧滑りを生ずるおそれがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ［円弧滑り］ 

   崖面の高さ、勾配、土質などによって異なりますが、通常崩壊の起こる位置によって次の 

３つに分けられます。 

   ①底部崩壊 

     土質が比較的軟らかい粘着性の土で、崖面の勾配が緩やかな場合に起こりやすい。 

   ②斜面先崩壊 

     斜面先崩壊は、粘着性の土又は見掛けの粘着力のある土からなる急な崖面に起こる。 

   ③斜面内崩壊 

     斜面先崩壊の一種と考えられ、崖面の下部が堅硬な地盤のため、滑り面が下方に及ばな 

いような場合に発生する。 

 

 

 

 

図 1-5-2 円弧滑りが生じやすい地盤の一例 

次期改正時、掲載予定 

次期改正時、掲載予定 

次期改正時、掲載予定 
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６ 切土の勾配 
 

【政令】（地盤について講ずる措置に関する技術的基準） 

 第七条 １ 略 

２ 前項に定めるもののほか、法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術 

的基準のうち盛土又は切土をした後の地盤について講ずる措置に関するものは、次に掲げる

ものとする。 

 一・二 略 

三 切土をした後の地盤に滑りやすい土質の層があるときは、その地盤に滑りが生じないよ 

う、地滑り抑止ぐい等の設置、土の置換えその他の措置を講ずること 

 

審査基準 

・ 政令に示す勾配どおりとすること。 

 

表 1-6-1 政令別表第一 

土質(上覧) 
軟岩(風化の著しい
ものを除く。) 

風化の著しい岩 
砂利、真砂土、関東ロー
ム、硬質粘土、その他これ
らに類するもの 

擁壁を要しない勾配
の上限(中欄) H＞5m 

60 度 
(約 1：0.6) 

40 度 
(約 1：1.2) 

35 度 
(約 1：1.5) 

擁壁を要する勾配の
下限(下欄)  H≦5m 

80 度 
(約 1：0.2) 

50 度 
(約 1：0.9) 

45 度 
(1：1.0) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-6-1 切土工（砂利、真砂土等） 
参考：盛土等防災マニュアルの解説（盛土等防災研究会編集、初版） 

 Ⅵ･4 切土の施工上の留意事項 

図 1-6-2 長大法(切土)の参考断面図等 
参考：盛土等防災マニュアルの解説（盛土等防災研究会編集、初版） 

 Ⅵ･4 切土の施工上の留意事項 

次期改正時、掲載予定 

次期改正時、掲載予定 
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７ 渓流等の範囲 

 

審査基準 

・ 渓床勾配 10°以上の勾配を呈し、ゼロ次谷を含む一連の谷地形の底部の中心線(上端は谷  

地形の最上部まで含む)からの距離が 25m 以内の範囲。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

８ 渓流等における盛土 
 

【政令】（地盤について講ずる措置に関する技術的基準） 

 第七条 １ 略 

２ 前項に定めるもののほか、法第十三条第一項の政令で定める宅地造成に関する工事の技術 

的基準のうち盛土又は切土をした後の地盤について講ずる措置に関するものは、次に掲げる

ものとする。 

 一 略 

二 山間部における河川の流水が継続して存する土地その他の宅地造成に伴い災害が生ずるお 

それが特に大きいものとして主務省令で定める土地において高さが十五メートルを超える盛

土をする場合においては、盛土をした後の土地の地盤について、土質試験その他の調査又は

試験に基づく地盤の安定計算を行うことによりその安定が保持されるものであることを確か

めること。 

 

【省令】（宅地造成又は特定盛土等に伴い災害が生ずるおそれが特に大きい土地） 

 第十二条 令第七条第二項第二号（令第十八条及び第三十条第一項において準用する場合を含 

む。）の主務省令で定める土地は、次に掲げるものとする。 

一 山間部における、河川の流水が継続して存する土地 

二 山間部における、地形、草木の生茂の状況その他の状況が前号の土地に類する状況を呈し 

ている土地 

三 前二号の土地及びその周辺の土地の地形から想定される集水地域にあって、雨水その他の 

地表水が集中し、又は地下水が湧出するおそれが大きい土地 

 

審査基準 

・ 渓流等における盛土の高さは、原則、15m 以下とすること。 

・ 渓流等を埋め立てる場合には、本川、支川を問わず、在来の渓床に必ず暗渠排水工を設ける 

図 1-7-1 渓流等の概念図 
参考：盛土等防災マニュアルの解説（盛土等防災研究会編集、初版） 

 Ⅴ･5 渓流等における盛土の基本的な考え方（一部加工） 

次期改正時、掲載予定 
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こと。(「第６章 排水工に関する技術的基準」を参照してください。) 

・ 法面の末端が流水に接触する場合には、法面は、盛土の高さにかかわらず、豪雨時に想定さ 

れる水位に対し、安全性を十分確保できる高さまで構造物で処理すること。 

・ 盛土高が 15m を超える場合は、以下に示す追加措置を講じること。 

 

［追加措置］ 

・ 盛土高が 15m を超える場合は、以下の事項を考慮して、表 1-8-2 により安定性の検討を行 

うこと。 

・ 盛土基礎地盤及び周辺斜面を対象とした地質調査、盛土材料調査、土質試験などを行った上 

で二次元の安定計算を実施し、基礎地盤を含む盛土の安定性を確保すること。 

・ 表 1-8-3 により、間げき水圧を考慮した安定計算を実施すること。ただし、地震時の安定性 

の検討において、液状化や繰り返し載荷による盛土の強度低下を考慮した安定計算を実施す 

る場合は、この限りでない。 

・ 地震時における盛土内の間げき水圧の上昇や繰り返し載荷による盛土強度低下の有無を判 

定するために必要な土質試験を表 1-8-1 により実施すること。 

・ 土質試験の結果により、盛土の強度低下が生じると判定された場合、強度低下が生じない盛 

土となるよう設計条件(盛土形状・盛土材料等)の変更を行うこと。なお、設計条件の変更が

行えないやむを得ない事情がある場合に限り、表 1-8-2 により盛土材料に応じて、液状化や

繰り返し載荷による盛土の強度低下を考慮した安定計算を実施すること。 

・ なお、隣接地(人家等)に重大な影響を及ぼすおそれがある場合には、より低い盛土高さであ

っても安定性の検討を求める場合がある。 

 

表 1-8-1 地震時の液状化等による盛土の強度低下の判定にかかわる土質試験 

試験 盛土材料 試験方法・特徴等 試験結果の適用 

試験① 粗粒土 ・繰り返し非排水三軸試験 
・地盤工学会で規格化されてい
る一般的な試験方法である。 
・盛土材料の液状化強度比を求
める。 

・液状化強度比と地震時せん断
応力比より、液状化判定（安全率FL の算出）を行う。 
・FL より、地震時に発生する過剰
間げき水圧を推定する。 

試験② 細粒土 

(粗粒土) 

・繰り返し載荷後の単調載荷試
験（※繰り返し非排水三軸試験に
圧密非排水三軸試験を実施する
試験） 
・土地改良事業整備指針「ため池
整備」に示されている試験方法で
あるが、規格化されてはいない特
殊な試験である。 
・繰り返し載荷の影響を受けた
盛土材料の強度定数を求める。 

・繰り返し載荷の影響を受けた
強度定数と、圧密非排水三軸試
験の強度定数を比較する。 
・強度低下する場合は、繰り返し
載荷過程で生じたひずみと、低
下した強度定数（Cr、Φr）の関係
を整理。 
・地震応答解析等により、発生ひ
ずみを算定し、ひずみレベル等
に応じた強度定数を設定。 

参考：盛土等防災マニュアルの解説(盛土等防災研究会編集、初版) Ⅴ･3 盛土のり面の検討 

 

表 1-8-2 地震時における盛土の強度低下を考慮した安定計算に用いる 

盛土の強度定数・間げき水圧・水平震度 

安定計算 盛土材料 
全応力法 

強度定数 間げき水圧 水平震度 

安定計算① 粗粒土 □□□、□□□ □□、□□ 次の両ケースで計算する。 
・考慮しない（Ue を考慮する場合） 
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・考慮する（標準 kh=0.25、Ue は考慮しな
い） 

安定計算② 細粒土 □□、 □□ □□ ・考慮する（標準 kh=0.25） 

□□□、 □□□ ：圧密非排水試験 CU より求められる強度定数 

□□、 □□  ：繰り返し載荷（繰り返し非排水三軸試験）後の単調載荷試験（圧密非排水試験） 

より求められる、低下後の強度定数 

□□     ：常時の地下水の静水圧時における間げき水圧［kN/㎡］ 

□□     ：地震時に発生する過剰間げき水圧［kN/㎡］ 

Kh     ：地震時の水平震度 

参考：盛土等防災マニュアルの解説(盛土等防災研究会編集、初版) Ⅴ･3 盛土のり面の検討 

 

表 1-8-3 間げき水圧を考慮する盛土および間げき水圧の考え方 

盛土 間げき水圧 設定水位 設定水位等に関する補足 

常時流水等が認
められる傾斜地
盤上の盛土 

□□ 盛土内の静水圧 
盛土高の3分の 1を

基本 

・現場条件等※により、設定水位を
盛土高の 2 分の 1 にすることも考え
られる。 

渓流等における
高さ15m超の盛土 

□□ 盛土内の静水圧 
盛土高の3分の 1を

基本 

・現場条件等※により、設定水位を
盛 土高の 2 分の 1 にすることも考え
られる。 
・盛土が 5 万立方メートルを超える
ような場合は、三次元浸透流解析等
もあわせて設定水位を検討する。 

□□ 地震時に盛土内

に発生する過剰

間げき水圧 

液状化に対する安

全率等により過剰

間げき水圧を設定 

・盛土条件の更新が行えない等、や
むを得ない場合に限り、過剰間げき
水圧を考慮した安定計算を行う。 

基礎地盤の液状
化が懸念される
平地部等の盛土 

□□ 基礎地盤内の静

水圧 

既存の地盤調査結

果等により水位を

設定 

・盛土内の間げき水圧については、
平地部の盛土等、地下水位の上昇が
考えられない場合は見込まない。 

□□ 
液状化（基礎地

盤）により発生

する過剰間げき

水圧 

液状化に対する安

全率等により過剰

間げき水圧を設定 

・基礎地盤が緩い飽和砂質土等の場
合に液状化判定を行う。 

※：現場条件等は、多量の湧水等があり集水性が高い地形である場合等を指す。 

参考：盛土等防災マニュアルの解説(盛土等防災研究会編集、初版) Ⅴ･3 盛土のり面の検討 

 

【留意事項】 

（盛土高が 15m を超え、盛土量が 5 万 m3 以下となる場合） 

 盛土基礎地盤及び周辺斜面を対象とした一般的な調査(地質調査、盛土材料調査、土質試験

等)に加え、盛土の上下流域を含めた地表水や湧水等の水分調査や、崩壊跡地や土石流跡地、

地 滑り 地等の盛土の安定性に影響する事象の有無を把握することが望ましい。 

（盛土高が 15m を超え、盛土量が 5 万 m3 超となる場合） 

 盛土高が 15m を超える場合に示す措置を基本とするが、盛土量が 5 万 m3 超となる場合は、 

二次元の安定計算に加え、三次元解析(変形解析や浸透流解析等)により、二次元の安定計算

モデルや計算結果(滑り面の発生位置等)の妥当性 について検証することが望ましい。なお、

二次元解析(変形解析や浸透流解析等)での評価が適当な場合には、二次元解析を適用する。 

 さらに、三次元解析を行うために、より広範囲で数多くの調査・試験等を行い、周辺も含 

めた計画地の三次元的な地質構造及び地下水特性の把握することが望ましい。 
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９ 盛土の高さ 

 

審査基準 

・ 盛土の高さは、下図のとおり、法肩と法尻の高低差とする。 

・ 盛土の施工において、盛土厚さは 30cm 以下とし、建設機械を用いて締固めを行うこと。 

・ 盛土法面の勾配が、30°を超える場合は「崖」とし、擁壁等の設置が必要となる。 

・ 原則、盛土の高さは 15m までとし、15m 以上は高盛土(長大法)と位置付け、更に安全等への  

配慮を必要とする。(渓流等における盛土は、「８.渓流等における盛土」を参照してください。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０ 盛土材料に対する標準法面勾配の目安 

 

審査基準 

・ 標準法面勾配は、下表のとおりとする。 

 

表 1-10-1 盛土材料及び盛土高に対する標準法面勾配の目安 

盛土材料 盛土高(m) 勾 配 摘 要 
粒度の良い砂(S)、礫
及び細粒分混じり礫
(G) 

5m 以下  1：1.8 ・基礎地盤の支持力が十分に

あり、浸水の影響がなく、道

路土工-盛土工指針に示す締固

め管理基準値を満足する盛土

に適用する。 

・( )内の統一分類は代表的

なものを参考に示したもので

ある。 

・標準法面勾配の範囲外の場

合は安定計算を行うこと。 

5～15m  1：1.8～1：2.0 

粒度の悪い砂(SG) 10m 以下  1：1.8～1：2.0 

岩塊(ずりを含む) 
10m 以下  1：1.8 

10～20m  1：1.8～1：2.0 
砂質土(SF)、硬い粘
質土、硬い粘土(洪積
層の硬い粘質土、粘
土、関東ローム等) 

5m 以下  1：1.8 

5～10m  1：1.8～1：2.0 

火山灰質粘性土(V) 5m 以下  1：1.8～1：2.0 

参考：道路土工-盛土工指針(㈳日本道路協会、平成 22 年 4月) 

 

 

１１ 盛土のり面の検討 

 

審査基準 

図 1-9-1 盛土の高さ 
参考：盛土等防災マニュアルの解説（盛土等防災研究会編集、初版） 

 Ⅴ･3 盛土のり面の検討 

次期改正時、掲載予定 
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・ 次のような場合には、盛土のり面の安定性の検討を十分に行った上でのり面勾配を決定する

こと。 

 

①高盛土（高さ 15ｍ以上の盛土）の場合 

②盛土が地山からの流水、湧水及び地下水の影響を受けやすい場合 

③盛土箇所の原地盤が軟弱地盤や地すべり地等の場合 

④盛土が崩壊すると隣接物に重大な影響を与えるおそれがある場合（盛土の高さが 10ｍ以上 

となる場合に限る） 

⑤腹付け盛土となる場合 

 

・ 盛土のり面の安定性は円弧すべり面法により検討することを標準とする。 

・ 盛土のり面の安定に必要な最小安全率（Ｆｓ）は、常時にあっては１．５以上とし、地震時

にあっては１．０以上とする。 

 

 

１２ 建設発生土の利用基準 

 

審査基準 

・ 関係法規を遵守し、適正に利用すること。 
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